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東京地方裁判所 平成 30 年（フ）第 6361 号 
破産者 株式会社ケフィア事業振興会 外

第 4 回債権者集会報告書 

令和 3 年 4 月 28 日 

東京地方裁判所 民事第 20 部合議係 御中 

破産者 株式会社ケフィア事業振興会 外

破産管財人  弁護士  内 田   実

第１ 前回集会後の主な管財業務の状況

第 3 回債権者集会以降の主な管財業務の状況は以下のとおりであり，各破産者

の破産手続の進行状況及び進行予定は別紙 1「破産者の概要」の「手続の進行状

況・進行予定」欄記載のとおりである。

破産者 31 者のうち，配当可能性がない破産者が 18 者，配当可能性がある破産

者が 13 者となっている。 

１ 配当可能性がない破産者（18 者） 
（１）異時廃止により手続を終結した破産者（15 者）

配当の可能性がない下表 1 記載の破産者 15 者については，換価した資産を

もって未払の財団債権（公租公課，労働債権）を支払うだけの資産がないこと

から，いずれも令和 2 年 9 月 16 日付で破産裁判所より異時廃止決定を受け，

破産手続は終結した。このうち，財団債権の按分弁済が必要であったかぶちゃ

ん信州乳業，かぶちゃん農園食堂については，いずれも弁済を完了している。
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表 1 配当可能性がなく異時廃止により手続を終結した破産者一覧 

 
 

（２）破産手続が係属している破産者（3 者） 
下表 2 記載の破産者については，配当の可能性はないものの破産手続が係属

しており，その理由は以下アないしウ記載のとおりである。なお，下表記載の

破産者 3 者に関する財産目録，収支計算書，破産貸借対照表は，別紙 3 のとお

りである。 
 

表 2 配当可能性はないが手続が係属している破産者一覧 

 

 
ア 飯田水晶山温泉ランド 

当職は，飯田水晶山温泉ランドが運営する「かぶちゃん村事業」，「水晶山

温泉事業」及びかぶちゃん電力が運営する「バイオマス発電事業」の事業を

譲渡したが，その事業譲渡に関連する手続が一部完了していないことから，

破産手続を続行する予定である。 

№ 事件番号 破産者

1 平成30(ﾌ)第6711号 ケフィアインターナショナル株式会社

2 平成30(ﾌ)第6712号 株式会社ケーアイ・アド

3 平成30(ﾌ)第6713号 株式会社ケフィア・カルチャーカード

4 平成30(ﾌ)第6714号 株式会社ケフィア・クリエイティブ

5 平成30(ﾌ)第6715号 株式会社メープルライフ

6 平成30(ﾌ)第6717号 一般社団法人柿国際文化協会

7 平成30(ﾌ)第6721号 一般社団法人ケフィアグループ振興協会

8 平成30(ﾌ)第6861号 株式会社ケフィア・ファイナンシャルサービス

9 平成30(ﾌ)第7241号 ケフィアグループＣ＆Ｌ株式会社

10 平成30(ﾌ)第7242号 合同会社かきの森

11 平成30(ﾌ)第7421号 かぶちゃん信州乳業株式会社

12 平成30(ﾌ)第8117号 株式会社かぶちゃん農園食堂

13 平成30(ﾌ)第8118号 かぶちゃん製菓株式会社

14 平成30(ﾌ)第8151号 株式会社ケフィア・サプリメント

15 平成30(ﾌ)第9344号 亡鏑木武弥相続財産

№ 事件番号 破産者

1 平成30(ﾌ)第6362号 株式会社飯田水晶山温泉ランド

2 平成30(ﾌ)第6716号 株式会社ケーツーシステム

3 平成30(ﾌ)第6718号 かぶちゃんファイナンシャルサービス株式会社
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イ ケーツーシステム

ケーツーシステムについては配当見込みがないものの，ケフィア事業振興

会等が管財業務を継続する上で必要な継続的契約の主体となっており，相手

方の都合により契約者名義の変更ができないことから，破産手続を続行する

予定である。

ウ かぶちゃんファイナンシャルサービス

かぶちゃんファイナンシャルサービスは後記４の訴訟の原告となってお

り，当該訴訟の終結までなお相当の期間を要する見込みであることから，破

産手続を続行する予定である。

２ 配当可能性がある破産者（13 者） 
（１）査定・受継への対応（弁護団との和解）

配当可能性のある破産者 13 者に対する債権認否に対しては，下表 3 記載の

とおり，査定の申立 15,555 件及び受継訴訟 226 件が存在した。 

表 3 査定申立・受継訴訟件数一覧 

 これらの審理に対応する場合，その解決には相当長期間を要することが予想

され，債権者への配当が可能となる時期が著しく遅れることが懸念された。そ

こで当職は，各事件を早期に処理するとともに，財団をできるだけ振興会に集

約するという方針のもと，まずは多数の査定申立て事件及び受継事件に関わっ

ている各地の弁護団との間で和解に向けた協議を進めた。その結果，令和 2 年

査定申立 受継訴訟 合計

平成30(ﾌ)第6361号 株式会社ケフィア事業振興会 1,189 29 1,218

平成30(ﾌ)第6363号 かぶちゃん九州株式会社 1,198 － 1,198

平成30(ﾌ)第6364号 かぶちゃんメガソーラー株式会社 1,198 2 1,200

平成30(ﾌ)第6719号 ケベッククラブ合同会社 1,198 － 1,198

平成30(ﾌ)第6720号 九州クラブ合同会社 1,198 － 1,198

平成30(ﾌ)第6722号 かぶちゃん電力株式会社 1,198 － 1,198

平成30(ﾌ)第7144号 かぶちゃん農園株式会社 1,185 8 1,193

平成30(ﾌ)第7243号 株式会社コラボ南信州 1,198 － 1,198

平成30(ﾌ)第7422号 かぶちゃんファーム株式会社 1,198 － 1,198

平成30(ﾌ)第7501号 かぶちゃんインターナショナル株式会社 1,189 － 1,189

平成30(ﾌ)第9372号 カブラキホールディングス株式会社 1,198 － 1,198

平成30(ﾌ)第9373号 鏑木秀彌 1,210 64 1,274

平成31(ﾌ)第706号 辻秀子 1,198 123 1,321

15,555 226 15,781

事件番号 破産者
件数

合計
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11 月，破産裁判所の許可を得て，弁護団との間で，①弁護団は査定申立て，受

継訴訟にかかる訴えを全て取り下げること，②この取下げがなされることを条

件として，ケフィア事業振興会，かぶちゃんメガソーラー，ケベッククラブお

よび九州クラブの各債権調査手続において行った弁護士費用にかかる届出に関

する異議について，既に当職が認める認否をした債権額の 5％相当額の異議を

撤回すること等を内容とする和解が成立した。

当職は，この弁護団との和解成立後に，弁護団受任事件以外についても，早

期に配当を実施し振興会に財源を集約させるという方針を説明して，査定申立

て及び受継訴訟にかかる訴えの取下げを主たる内容とする和解による解決を図

るべく協議を重ねたところ，全ての事件について，当事者（代理人）の理解を

得て解決を図ることができた。

（２）配当の実施（13 者）

ア 和解後の配当の手順

弁護団との前記和解により，未確定破産債権が無くなったため，配当可能

性がある前記破産者 13 者について配当手続を実施することが現実的に可能と

なった。もっとも，すでに報告しているとおり，配当可能性がある破産者間

には破産債権が存在することから，一斉に配当手続に入ることはできず，別

紙 2「配当スケジュール」のとおり順序を付けて配当を行う必要があった。  
イ 配当を完了した破産者の配当手続（9 者）

前記 13 者のうち，下表 4 記載の破産者 9 者（別紙 2 の第 1 グループ，第 2
グループ，及び第 3 グループのうちコラボ南信州）については，破産裁判所

の許可を得た上で，破産債権者が配当手続に参加するための要件を具備しな

ければならない法定の期間（除斥期間），破産債権者が配当表に対する異議を

述べることができる法定の期間（異議期間）の満了を経て，順次，配当金の

支払いを実行して配当手続を完了した。

破産者 9 者の配当手続における，配当に加えるべき破産債権者数，債権

額，配当した金額，配当率は，下表 4 記載のとおりである。 
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表 4 9 者の配当手続の内容 

注）№6 破産者鏑木秀彌の破産債権者 2 名は，配当許可申立後に届出債権

を取下げたため，実際に配当した金額は，上表記載の 1,626,533 円か

ら，取り下げられた破産債権に対応する 522 円を控除した，1,626,011
円となっている。

その後，上表 4 記載の 9 破産者については，令和 3 年 4 月 21 日に開催さ

れた債権者集会において，配当の実施及び任務終了の計算報告を行い，同日

付で破産手続終結の決定がなされた。

9 破産者が配当した金額合計 294,186,339 円（前記 522 円も含む）のう

ち，ケフィア事業振興会などのグループ内破産者に配当した金額は下表 5 記

載のとおり合計 293,222,734 円であって，上記 9 破産者の配当額の大部分が

グループ内破産者への配当に充てられている。その際，現在，配当手続を実

施しているかぶちゃんメガソーラーに対しては合計 4,669,686 円が配当され

ており，また，今後配当を実施するケフィア事業振興会に対しては合計 285,
435,220 円の配当金が支払われており，9 破産者の配当金の大部分がこれら 2
破産者へ配当されている。

会員
債権者

一般
債権者

合計

1 かぶちゃんインターナショナル株式会社 簡易 1 1,200 3 1,203 67,625,049 1,410,123 2.0852110584%

2 かぶちゃんファーム株式会社 最後 1 1,208 21 1,229 1,199,531,618 25,978,242 2.1656995962%

3 カブラキホールディングス株式会社 簡易 1 1,212 1 1,213 224,441,709 46,439 0.0206390896%

4 かぶちゃん九州株式会社 最後 1 1,207 10 1,217 1,700,811,406 10,376,871 0.6101131473%

5 辻 秀子 最後 1 1,223 2 1,225 20,202,090,329 26,222,269 0.1297997809%

6 鏑木 秀彌 簡易 1 1,317 12 1,329 21,351,443,001 1,626,533 0.0076179160%

7 かぶちゃん農園株式会社 簡易 ２ 1,201 54 1,255 4,099,647,945 3,658,930 0.0892501758%

8 かぶちゃん電力株式会社 最後 ２ 1,207 6 1,213 1,699,239,127 217,954,366 12.8265860605%

9 株式会社コラボ南信州 簡易 ３ 1,207 5 1,212 672,431,484 6,912,566 1.0279957385%

配当に
加えるべき

債権額
（円）

配当した
金額

（円）
配当率

配当に加えるべき債権者

№ 破産者
配当の
方法

グループ
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表 5 グループ内破産者に対する配当 

ウ 配当手続中のかぶちゃんメガソーラー

かぶちゃんメガソーラーについては，破産裁判所の許可を取得後，配当の

実施につき令和 3 年 3 月 17 日付で官報に公告し，イ記載の各破産者同様，法

定の期間が満了した。今後は，令和 3 年 5 月以降，順次，配当金の支払いを

実行する予定である。

かぶちゃんメガソーラーの配当の内容は下表 6 記載のとおりであり，ケフ

ィア事業振興会に対する配当金は，178,510,523 円を予定している。 

配当先 配当金額（円）

ケフィア事業振興会 69,775

かぶちゃん農園 1,339,730

ケフィア事業振興会 23,930,139

かぶちゃん農園 1,771,143

かぶちゃんメガソーラー 7,144

かぶちゃん電力 860

平成３０年（フ）第９３７２号 3 カブラキホールディングス株式会社 ケフィア事業振興会 46,439

ケフィア事業振興会 5,699,440

かぶちゃんメガソーラー 4,662,542

平成３１年（フ）第７０６号 5 辻 秀子 ケフィア事業振興会 26,222,269

ケフィア事業振興会 1,616,179

コラボ南信州 3,399

ケフィア事業振興会 3,409,167

コラボ南信州 2,696

平成３０年（フ）第６７２２号 8 かぶちゃん電力株式会社 ケフィア事業振興会 217,529,937

平成３０年（フ）第７２４３号 9 株式会社コラボ南信州 ケフィア事業振興会 6,911,875

グループ内破産者への配当 293,222,734

ケフィア事業振興会 285,435,220

かぶちゃんメガソーラー 4,669,686

グループ内破産者に対する配当

平成３０年（フ）第７５０１号 1 かぶちゃんインターナショナル株式会社

事件番号 № 破産者

平成３０年（フ）第７１４４号 7 かぶちゃん農園株式会社

平成３０年（フ）第７４２２号 2 かぶちゃんファーム株式会社

平成３０年（フ）第６３６３号 4 かぶちゃん九州株式会社

平成３０年（フ）第９３７３号 6 鏑木 秀彌



７ 
 

表 6 かぶちゃんメガソーラーの配当内容 

 
 

エ 配当準備中の破産者（3 者） 
（ア）配当の手順 

ケフィア事業振興会，ケベッククラブ及び九州クラブについては，次の

手順で配当を実施することになる。 
まず，ケフィア事業振興会は，前記かぶちゃんメガソーラーからの配当

金を受領した後に配当手続に入り，ケベッククラブは，ケフィア事業振興

会からの配当金を受領した後に配当手続に入り，九州クラブは，ケフィア

事業振興会及びケベッククラブからの配当金を受領した後に配当手続に入

るという関係にある。 
以上の手順を前提に，現時点における各破産者の配当の予定は以下のと

おりである。なお，これら破産者 3 者に関する財産目録，収支計算書，破

産貸借対照表は，別紙 3 のとおりである。 
（イ）ケフィア事業振興会について 

ケフィア事業振興会については，後記のとおり，国税不服審判手続及び

取消訴訟，並びに，元法務部長らに対する訴訟が係属中であり，換価業務

が完了していない。しかしながら，これらの手続が完了するには更に相当

の期間を要すると見込まれるところ，現時点で既に相当額の財団が形成さ

れていることに鑑みると，中間配当手続により早期の配当金の支払いを実

行することが妥当であると判断し，令和 3 年 5 月にかぶちゃんメガソーラ

ーからの配当金を受領した後に中間配当の手続に入る予定である。 
中間配当の配当率に関しては，一般的に中間配当を実施する場合，将来

の最後配当の手続までに要する管財業務の内容，必要となる管財事務費用

等を想定し，その後の手続中に財団不足が生じないように相応の資金を破

産財団に残したうえで，余剰資金は最後配当の手続における配当原資とす

る扱いが通例である。しかし，本件においては，早期の被害者救済を実現

させるために，中間配当の段階でできる限り多くの配当を実施する方針と

したい。このため，前記訴訟等の結果によっては，最後配当の配当率が極

めて低くなる可能性もあるが，破産管財人としてはできる限り多くの最後

配当ができるように努める方針である。 

破産債権
のある

会員債権者

破産債権
のない

会員債権者

一般
債権者

合計

10 かぶちゃんメガソーラー株式会社 最後 ３ 1,777 1,088 14 2,879 2,886,741,851 303,575,144 10.5162189301%

配当に
加えるべき

債権額
（円）

配当する
金額

（円）
配当率

配当に加えるべき債権者

№ 破産者
配当の
方法

グループ
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中間配当のスケジュールについては，まず，令和 3 年 5 月にケフィア事

業振興会の配当手続の許可申立てを行い，7 月頃より順次債権者に配当通

知を発送し，8 月以降に配当を実施する予定である。 
（ウ）ケベッククラブ，九州クラブ

ケベッククラブ，九州クラブについては，ケフィア事業振興会からの配

当が配当原資の一部となるため，ケフィア事業振興会からの配当金を受領

した後にそれぞれの中間配当の手続を実施する予定である。その時期は，

令和 3 年 8 月頃にケベッククラブの中間配当の許可申立を行って配当を実

施し，その配当金が支払われた後に，九州クラブについて同様の手続をと

る予定である。

３ 国税不服審判手続への対応及び処分の取消しを求める訴えの提起

（１）国税不服審判所長に対する審査請求（平成 26 年 7 月期）について

当職は，神田税務署による更正をすべき理由がない旨の通知処分について，

令和元年 12 月 20 日，国税不服審判所長に対し，同通知処分の取り消しを求め

る審査請求を行ったが，令和 3 年 1 月 25 日，同請求を棄却する旨の裁決がな

された。審査請求における主たる争点は，オーナー制度 A コースの取引が消費

税法上の資産の譲渡等に当たるかといった点にあった。当職がオーナー制度 A
コースの法的性質は金銭消費貸借契約であって，買戻特約付売買契約ではない

と主張したのに対し，審判所は，①本件において金銭消費貸借契約が成立した

とは認められない，②仮に，オーナー制度Ａコースの取引が買戻特約付売買の

形式を利用した潜脱的な預り金契約と解する余地があったとしても，同取引に

おける対価は法人税及び消費税等の課税対象になるとして，原処分庁の判断を

是認したものである。

（２）国税不服審判所長に対する審査請求（平成 27 年 7 月期ないし平成 30 年 7 月

期）について

当職は，神田税務署による更正をすべき理由がない旨の通知処分について，

令和 2 年 9 月 30 日，国税不服審判所長に対し，同通知処分の取り消しを求め

る審査請求を行った。現在，同請求について，国税不服審判所において審理が

行われている。

（３）処分取消しの訴えの提起

当職は，前記（１）の裁決の結果を受けて，令和 3 年 4 月 14 日，東京地方

裁判所に対し，平成 26 年 7 月期ないし平成 30 年 7 月期の各通知処分の取消を

求める訴えを提起した（事件番号令和 3 年（行ウ）第 156 号）。平成 27 年 7 月

期ないし平成 30 年 7 月期については，上記（２）のとおり国税不服審判所に



９

おける審理が行われているが，提訴要件を満たしていること，手続を迅速に進

める必要があることから，提訴の対象としたものである。

国税不服審判所は，課税要件の認定は取引の実体ないし実質に従ってなされ

るべきであるにも関わらず，外形上成立したかにみえる買戻特約付売買に従っ

て課税要件の有無を判断しており，租税法の解釈適用に明らかな誤りがあり，

当職としては到底納得し得るものではない。今後，裁判所における訴訟手続に

おいて，上記争点に関する主張立証を尽くし，税額の更正，ひいては破産財団

の増殖が図れるよう引き続き努力する。

４ 元法務部長らに対する訴訟の経過

第 3 回債権者集会において報告したとおり，当職は，ケフィア事業振興会の元

法務部長に対して，4 年 4 カ月間の支払済み報酬の一部（5000 万円）の支払や元

法務部長が主張する給与名下の債権の不存在等の確認を求めて，東京地方裁判所

に訴訟提起した。また，ケフィア事業振興会とかぶちゃんファイナンシャルサー

ビスは，元法務部長が代表取締役を務める会社との業務委託契約に基づき，業務

委託料を支払っていたところ，受託業務の実態がなく支払いが無効と判断された

ことから，上記訴訟と併せて，業務委託料の返還等を求めて訴訟を提起した。

この訴訟において，元法務部長は，当職の請求を全面的に争う旨の答弁書を提

出したものの，後記５のとおり起訴され勾留されていたこともあり，これまでの

期日に出頭していない。元法務部長は，令和 3 年 3 月に東京地裁にて執行猶予付

きの有罪判決を受けており，今後訴訟に対してどのように対応してくるかは不明

であるが，当職の請求が認容されるべく主張立証を尽くし，財団増殖に資するよ

う努める。

５ 元役職員らの刑事事件

ケフィア事業振興会の代表者であった鏑木秀彌，元従業員 7 名並びに顧問 1 名

の計 9 名は，令和 2 年 3 月 9 日，法定の除外事由がないのに，共謀の上，不特定

かつ多数の相手方に対して元本額及び所定の利息又は加算額を支払うことを約し

て金銭の支払いを受けた，という「出資の受入れ，預り金及び金利等の取締りに

関する法律」違反の公訴事実にて起訴された。

また，同月 30 日及び同年 5 月 29 日には，前記 9 名のうち 5 名が，共謀の上，

新規顧客に対する元本や利息等を約定通り支払える見込みがなかったにもかかわ

らず，これを秘して平成 30 年 5 月以降にパンフレットを送付して顧客に金銭を

振り込ませたという詐欺罪の公訴事実にて追起訴された。

現在までに 9 名のうち 4 名について有罪判決がなされ，その余の 5 名に関して

は刑事訴訟が係属している。



１０

６ 役員の財産に対する保全処分又は役員の責任に基づく損害賠償債権の査定の裁

判を必要とする事情の有無

破産法第 177 条第 1 項の規定による保全処分又は第 178 条第 1 項に規定する役

員責任査定決定を必要とする事情の有無については，現状においても調査中であ

る。

第２ 今後の主な管財業務

１ 配当準備中の 3 者の配当実施 
ケフィア事業振興会，ケベッククラブ及び九州クラブについては，前記第１の

２（２）記載のとおり，今後，順次，配当手続を実施する。

２ 国税不服審判手続及び訴訟手続への対応

前記第１の３のとおり，今後は処分取消を求める訴訟手続において，税額の更

正，ひいては税金の還付が認められるよう，主張・立証を尽くす所存である。

３ 元法務部長らに対する訴訟手続への対応

前記第１の４のとおり，元法務部長らに対する訴訟について引き続き対応に努め

たい。

４ 配当可能性のない破産者の処理

飯田水晶山温泉ランド，ケーツーシステム及びかぶちゃんファイナンシャルサ

ービスについては，前記第１の１（２）記載のとおり，今後，存続が不要となっ

た時点で，順次，異時廃止として破産手続を終了させる。

以上







ている。

※本報告書には、①株式会社ケフィア事業振興会の財産目録等のみを添付している。
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